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•新学習指導要領「外国語」（平成25年度～）の改訂内容

1

•新学習指導要領の趣旨に即した授業の実際

2

•優れた取組を実践している高等学校の事例

3

•新学習指導要領実施後の教員及び授業等の変容

4

•今後の課題と方向性

５

高等学校における英語教育の現状と今後の方向性
資料３－２
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※は選択必履修 ※(  )内数字は単位数

改訂前 改訂後

※英語Ⅰ：(3)

英語Ⅱ： (4)

※ＯＣⅠ：(2)

ＯＣⅡ：(4)

リーディング：(4)

ライティング：(4)

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎：(2)

英語会話：(2)

英語表現Ⅰ：(2)

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ： (3)

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ： (4)

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ： (4)

英語表現Ⅱ：(4)

４技能を
総合的に

育成

聞く，話す
中心

４技能を総
合的，統合
的に育成

論理的に
表現する能
力を育成

会話中心

共通必履修

新設

４領域の言語活動を統合したコミュニー
ション能力の育成

学習指導要領改訂前及び改訂後の科目構成

読む中心

書く中心
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3 新学習指導要領高等学校「外国語」のポイント(1)

Ⅰ．外国語科の目標

「コミュニケーション能力」を養うためには，生徒が実際に情報や考え
などの受け手や送り手となってコミュニケーションを行う活動が重要

旧学習指導要領

外国語を通じて，言語や文化に対する理解を深め，積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度の育成を図り，情報や考えなどを的確に
理解したり適切に伝えたりするコミュニケーション能力を養う

新学習指導要領

外国語を通じて，言語や文化に対する理解を深め，積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度の育成を図り，情報や相手の意向などを
理解したり自分の考えなどを表現したりする実践的コミュニケーション
能力を養う
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4

Ⅱ．指導語数の充実

中学校
1,200語

コミⅠ
400語

コミⅡ
700語

コミⅢ
700語

中学校
900語

英語Ⅰ
400語

英語Ⅱ
500語

リーディング
900語

高校で1,800語

中高で3,000語

中高で2,200語

高校で1,300語

高校選択

高校必履修

新
課
程

現
行
課
程

コミュニケーションを内容的に充実したものとするために，指導すべき語数を増加

新学習指導要領 高等学校「外国語」のポイント(2)
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Ⅲ．文法指導の新しい視点

③ すべての文法事項を必履修科目「コミュニケーション英語Ⅰ」において
扱う

① 文法はコミュニケーションを支えるものとしてとらえ，
文法事項を言語活動と効果的に関連付けて指導する

② 用語や用法の区別などの指導が中心にならないように配慮し，
実際に活用できるように指導する

「文法 vs.コミュニケーション」を二項対立的に捉えるのではなく，
文法はコミュニケーションを行うための基盤
⇒ 実際に活用できるようにするという狙い

新学習指導要領 高等学校「外国語」のポイント(3)
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Ⅴ．教材や題材の内容

Ⅳ．英語による言語活動が授業の中心

授業は英語で行うことを基本とする。その際，生徒の理解の程度に応じ
た英語を用いるように十分配慮する。

生徒の発達段階や，興味関心に即して適切な題材を，
変化をもたせて取り上げる

４技能を総合的に育成する活動に適した題材や内容を扱う

素材ありきではなく，目標及びそれを達成するための言語活動に応じて
素材を選び，生徒がまとまった発信をしやすくするようにすることが必要

させ，英語で授業をすることが目的ではなく，生徒が英語に触れる機会を充実させ，
英語を英語のまま理解したり，英語で発信しやすくするための手段

新学習指導要領 高等学校「外国語」のポイント(4)
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7 事例１：北海道函館中部高等学校の実践

取 組

日常的に「英語で表現する」機会を多く持たせる（言語活動）
→さまざまな話題について考える，話す内容を持つ，英語で伝える機会の増加

「コミュニケーション英語基礎」で「自分のことを話そうとする態度」を養う
→３年間の英語指導を見据えて，言語活動の素地を育成

ＣＡＮ-ＤＯリスト作成で，教員のノウハウを出し合う機会を作る
→そこからさらに新しい指導のアイディアを創出

教科書「を」教えるのではなく，教科書「で」教えることを重視する
→レッスンをどう扱うかを検討し，生徒にあわせた臨機応変な指導を展開

「表現したい」という生徒の意欲を引き出す英語指導

■取り組み内容

公立，全日制普通科 １学年約２４０人
２００３年度 「スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール
（ＳＥＬＨｉ）」指定

■学校概要

１

２

３

４
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8 北海道函館中部高等学校の成果検証 （ＧＴＥＣ ｆｏｒ ＳＴＵＤＥＮＴＳにて）

・２０１２年度２年生は，１年次４月→１２月の８か月で６４点の大幅な伸び。
（平均的なスコアの伸びは，１年間で約３０～３５点）

・特にＷｒｉｔｉｎｇの伸びが目覚ましく，高校卒業程度の英語力である
「グレード５」の人数が，４月時点４名→１２月時点９６名と大幅に増加。

【GTEC for Studentsについて】
・Reading, Listening, Writingの３技能
試験
・スコア制の絶対評価で測定
・Advanced（「コミュ英Ⅰ・Ⅱ」レベル）は

Reading  320点
Listening 320点 810点満点
Writing    170点

2012年度2年生

2012年度3年生

「GTEC通信」（ベネッセコーポレーション，以下同じ）
Vol. 75より ＜2012年度2年生Writingスコアの推移＞

2012年度
2年生

2012年度
3年生
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9 事例２：石川県立金沢桜丘高等学校の実践

取 組

教員の頭の中にある答えを生徒が当てる授業からの脱却する
→間違ってもよいから自分の主張を伝えるという考え方を浸透

カリキュラムを新しく編成し，３年間を通じて４技能を統合的に指導する
→コミュニケーションを通じて言語形式を定着

コミュニケーションのプロセスをそのまま授業に当てはめる
→レッスンの最後に何をさせたいかを意識した授業を展開

授業時間は授業でしかできないことをする
→授業スタイル，生徒の学習スタイルの双方が変化

「正解を当てる」授業からの脱却

■取り組み内容

公立，普通科一般 １学年約３６０人
２００９年度 「英語教育改善のための調査研究事業」 指定

■学校概要

１

２

３

４
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・指導改革が始まった２００９年度１年生は，１年次４月→１２月の８か月で
４７点の伸び。１年次１２月→２年次１２月の１年間で４８点の伸び。

・２０１０年度１年生は，１年次４月→１２月の８か月で５０点の伸び。
（平均的なスコアの伸びは，１年間で約３０～３５点 ）

石川県立金沢桜丘高等学校の成果検証 （ＧＴＥＣ ｆｏｒ ＳＴＵＤＥＮＴＳにて）

2009年度
1年生

2010年度
1年生

「GTEC通信」
Vol. 64より
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11 事例３：北海道旭川北高等学校の実践

取 組

科目ごとの到達目標，指導計画，評価規準・方法を明確に示す
→目標を達成するために活用するという観点で，教科書や教材を検討

科目ごとの教員指導マニュアル，生徒用予習補助プリントを示す
→計画の共有はされつつ，指導が多様になり，教師間の情報交換が活発化

観点別学習状況の評価にＣＡＮ-ＤＯリストを活かす
→ＣＡＮ-ＤＯリストと関心・意欲・態度の両面による多面的評価に留意

授業を通じて身に付けさせたい力から指導の流れと評価を考える
～ＣＡＮ-ＤＯ形式の到達目標作成と，それに基づく授業改善～

■取り組み内容

公立，普通科 １学年約２４０人
２００５年度 国立教育政策研究所 教育課程研究指定校事業
２００７年度 「スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール
（ＳＥＬＨｉ）」指定

■学校概要

１

２

３
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ＣＡＮ-ＤＯリストを
観点別学習状況の評価
に生かす

事例３：北海道旭川北高等学校 （つづき１）

ＣＡＮ-ＤＯ型の
明確な目標の設定

２０１３年度 外国語 英語Ⅱ シラバス（旧課程）
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13 事例３：北海道旭川北高等学校 （つづき２）

すべての科目について
・使用教科書
・教員指導手順
・生徒用予習補助プリント
が示されていて，指導方法が
教員間でしっかり共有されている。

北海道旭川北高等学校ホームページより
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H22年度
英語Ⅰ

H25年度（新課程）
コミュニケーション英語Ⅰ

公立高等学校・中等教育学校（後期課程）の調査結果(1)
【英語担当教員の英語使用状況】

普通科等の授業における英語担当教員の英語使用状況（該当する英語担当教員の割合）

H22年度
英語Ⅰ

H25年度（新課程）
英語表現Ⅰ

「平成２２年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」
「平成２５年度公立高等学校・中等教育学校（後期課程）における英語教育実施状況調査」
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15 公立高等学校・中等教育学校（後期課程）の調査結果(2)

【英語担当教員の英語力】

英検準１級程度以上等※を取得している教員の割合

※「英検準１級以上等」：
英検準１級以上，TOEFL PBT 550点以上，
TOEFL CBT 213点以上，TOEFL iBT 80点以上，TOEIC 730点以上

H22年度
（旧課程）

H25年度
（新課程）

４％増

「平成２２年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」
「平成２５年度公立高等学校・中等教育学校（後期課程）における英語教育実施状況調査」
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H25年度（新課程）
コミュニケーション英語Ⅰ

「平成２５年度公立高等学校・中等教育学校（後期課程）における英語教育実施状況調査」

H25年度（新課程）
英語表現Ⅰ

公立高等学校・中等教育学校（後期課程）の調査結果(3)
【生徒の言語活動の状況】

普通科等の授業における生徒の英語による言語活動時間の割合
（該当する英語担当教員数の割合）
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17 公立高等学校・中等教育学校（後期課程）の調査結果 (4)

【学習到達目標の設定及び活用】

「ＣＡＮ-ＤＯリスト」の形での学習到達目標の設定等状況（該当する学科数の割合）

「平成２３年度『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策』に係る状況調査」
※岩手県，宮城県，福島県，仙台市は実施せず。

「平成２５年度公立高等学校・中等教育学校（後期課程）における英語教育実施状況調査」

H23年度
（旧課程）

H25年度
（新課程）

普通科等

英語教育
を主と

する学科

※同上 2.8%

※うち，達成状況を把握している学科 15.5%

※同上 11.0%

※同上 29.3%
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18 英語ディベートに取り組む高校生(1) （地区大会開催状況）

全国高校英語ディベート連盟（HEnDA）が主催する「全国高校生英語ディベート大会」の
予選も含め，２０１３年１２月時点で，地区大会（都道府県大会）が３７都道府県で
実施されている（実施率７８．７％）。
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19 英語ディベートに取り組む高校生(2) （全国大会開催状況）

論題 参加校数 開催地

第１回 日本は英語を第２公用語にすべきである ３８校 岐阜

第２回 日本のすべての小・中・高等学校は，週６日制にすべきである ５０校 名古屋

第３回 日本は法的な成人年齢を18歳に引き下げるべきである ６２校 岐阜

第４回 日本国政府は派遣労働を禁止すべきである ６４校 埼玉

第５回 日本は移民政策を大幅に緩和すべきである ６４校 岐阜

第６回 日本は死刑を廃止すべきである ６４校 石川

第７回 日本の大学は９月から学年を始めるべきである ６４校 千葉

第８回 日本政府は輸入米の関税を撤廃すべきである ６４校 長野

第9回
（予定）

日本政府は，原子力発電所を廃止すべきである。 ６４校 静岡

全国高校英語ディベート連盟（HEnDA）主催 全国高校生英語ディベート大会
第１回からの論題，大会参加校数及び開催地

※のべ参加校数 ８年間で４７０校

映像は長野県立伊那北高校 vs. 
茨城県立竹園高校の準々決勝
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20 今後の課題と方向性

① 小・中における英語教育改革と併せ，初等中等教育全体を見据えた
目標（“ロードマップ”）が必要
⇒ 英語を用いて何ができるようになるかという観点から，小・中・高を

通じて一貫した明確な学習到達目標の設定

② 高等学校でどこまでレベルを引き上げていくことが適切であるかの検討
⇒ グローバル化に対応した英語力を育成するため，すべての生徒が，

生徒の実情に応じた様々な方法・内容で
○ 英語で発表する
○ 英語で討論する
○ 英語で交渉する

といった言語活動の高度化
（例えば，社会的な話題や時事問題等について，英語で情報や考え
などをやりとりしながら課題解決していく力）

「発表」などのPresentation
＋

「討論」「交渉」などのInteraction
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21 今後の課題と方向性

③ 学習到達目標を達成するための効果的な教材が必要
⇒ 現在，高等学校で使用されている教科書と，世界標準の教材との

比較検討
（日本の教科書に入っているもの，入っていないもの）

⇒ 世界標準の教材を参考にしつつ，コミュニケーション能力の効果的
な育成に資する言語活動が中心となった教科書等の教材開発

④ 特定の技能に偏らず，生徒の総合的なコミュニケーション能力を育成する
ことができる教員が必要
⇒ 現職の教員自身が受けてきた英語教育とは大きく異なる方法で

指導や評価を行うことができる教員育成のための研修
⇒ 一部の教員ではなく，すべての教員が研修を受ける機会の拡充
⇒ 初任者研修，経験者研修，免許更新講習等における教科に係る

研修時間の増加や研修内容の見直し
⇒ 優れた実践をしている教員による他教員への研修を展開できる体制

（研修中の授業をカバーするための教員増）
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22 今後の課題と方向性

⑥ 高等学校における生徒の英語学習を適切に評価する大学入試が行われ
ることが必要
⇒ 学習指導要領と親和性がある４技能型入試の導入

⑤ 高等学校における高度な言語活動に対応できる指導力や英語力をもつ
教員養成が必要
⇒ より実践的な英語教員養成カリキュラムの開発

・ 教員養成課程における英語教育に係るコマの増
・ 高等学校 ⇔ 大学 ⇔ 実社会が連携したプログラム

（高等学校で優れた実践をしている現職教員や，実社会で英語
を使って活躍している人材が，大学での教員養成課程で授業を
行うなど）

⇒ 教員採用における英語力の更なる重視
（採用に当たり，外部試験における一定の級やスコアの所持を
求めるなど）


